
令和７年７月１日改正の経営事項審査に係る再審査を希望される方へ 

（愛知県知事許可業者向け） 

 

 令和７年７月１日から経営事項審査の審査基準が改正されたことに伴い、改正前の審査基準に基

づく審査の結果通知を受けている方は、改正の施行日（令和７年７月１日）から１２０日（令和７

年１０月２８日）以内に限り、新たな審査基準に基づく再審査を申し立てることができます。 

 再審査に係る審査手数料は無料です。また、再審査の申し立ては任意です。再審査を受けるには

予約が必要です。管轄の事務所の連絡先にお電話いただき、再審査の予約を取ってください。 

 

 

 

 

 

 

１ 再審査によって評点が加算される方 

  経営状況分析申請を令和７年６月までに行い、その後、経営規模等評価・総合評定値請求の申

請を行い、下記の自己資本とみなすことができる資本性借入金の要件全てに該当する方。 

（審査基準日を令和７年３月３１日以降とする単独決算による申請に限ります。） 

※経営規模等評価申請及び総合評定値請求を令和７年７月以降に行った場合であっても、経営状況分

析申請を令和７年６月までに行った方は、再審査を受けることができます。 

※再審査は愛知県からの結果の通知を受けた方しか受けられません。 

〇資本性借入金は、以下の要件を全て満たすものに限る 

＊ただし残存期間が５年未満となった資本性借入金は、1年ごとに20%ずつ自己資本とみなす部

分を逓減させる取扱いとします 

  ・償還期間が５年超 
  ・期限一括償還 
  ・配当可能利益に応じた金利設定 

-業績連動型が原則  

-債務者が厳しい状況にある期間は、これに応じて金利負担が抑えられるような仕組みが講じ

られていること 

  ・法的破綻時の劣後性の確保  

（又は、少なくとも法的破綻に至るまでの間において、他の債権に先んじて回収されない仕組

みが備わっていること）  

  ・貸出主が金融機関（政府系含む）又は別紙記載の制度による借入であること  

※再審査の結果を通知するのは、再審査申請を行った月の翌々月末です。このため、次に該当する方

は、上記に該当していても再審査の申請を行うことはできません。 

・再審査申請を行った月の翌月に、新しい審査基準日で経営規模等評価申請・総合評定値請求を行う

本件に関するお問い合わせ先 
都市・交通局都市基盤部都市総務課 

建設業・不動産業室 建設業第一グループ 
電話  ０５２－９５４－６５０２（ダイヤルイン） 



 

経営規模等評価申請書 

経営規模等評価再審査申立書 

総合評定通知請求書 

予定の方。 

 

２ 再審査の申し立て方法 

  管轄の建設事務所（名古屋市内に主たる営業所を置く方は都市総務課建設業・不動産業室）へ

再審査の予約を取った後、郵送又は建設業許可の窓口への投函にて、再審査の申し立てを行いま

す。 

  ただし、名古屋市外に主たる営業所を置く方であっても、前回の申請の際に書類補正等の理由

により都市総務課建設業・不動産業室に来庁して申請の受付をされた方（結果通知書右上の文書

番号が「７都総第４－●●●●号」となっている方）は、再審査の申し立ても都市総務課建設

業・不動産業室にて行います。 

【持参書類】 

 １．経営規模等評価再審査申立書  正・副２部  

   ※経営状況分析の自己資本において、本取扱いを受けていること 

（今回の改正に係る変更以外は、原則として前回の申請の内容を記載。 

    一部、再審査申し立て時の状況を記載するが詳細は別添提出様式例を参照。） 

 ２．再審査を行う審査対象事業年度の、 

   経営規模等評価申請書・総合評定値請求書の副本（従前の申請書） 

 ３．２の申請の結果通知書（従前の結果通知書） 

 ４．建設業許可関係書類 

（建設業許可申請書（副本）、事業年度終了届出書（副本）、 

変更届（副本）（変更がある場合） 

 ５．「資本性借入金」該当証明書 

（経営状況分析の申請時に提出したものの写し）（※県へ提出） 

 ６．郵送で副本の返却を希望される方は返信用封筒 

 ７．結果通知書の受領を委任される方は結果通知書送付用封筒 

   ※宛名を記載した長三サイズサイズ、切手不要 

 

 

副本 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

正本 

経営規模等評価申請書 

経営規模等評価再審査申立書 

総合評定通知請求書 

結果通知書 

「資本性借入

金」該当証明書 

 

返信用封筒 
（レターパック等） 

※希望者のみ必要 

副本 

経営規模等評価申請書 

経営規模等評価再審査申立書 

総合評定通知請求書 

結果通知送付用封筒 

※希望者のみ必要 

１ ２ ３ 

５ ６ ７ 

４ 

 

副本 

建設業許可申請書 

副本 変更届 

副本 

事業年度終了届出書 



再審査は、各建設事務所で開催される経営事項審査の日程により行います。補正等があった場

合は審査日当日に連絡がありますので内容がわかる方がご対応ください。審査後、副本を返却し

ます。 

  再審査の結果は、下記の時期に通知されます。 

再審査申立時期 審査日 
結果通知の 

発送予定日 

７月中 各建設事務所の

８月経審実施日 

９月末頃 

８月中 各建設事務所の

９月経審実施日 

10 月末頃 

９月中 各建設事務所の

10 月経審実施日 

11 月末頃 

10 月中(28 日ま

で)※必着 

各建設事務所の

11 月経審実施日 

12 月末頃 

※申立時期については、各建設事務所に書類が到達した日を申立日として取り扱います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



 



【各建設事務所の連絡先】 



R7.7再審査　チェックリスト（申請者用）

項番１７

7
証明書の内容に不備がないことを確認する。（次頁参照）

●　再審査にかかる手数料は無料
●　提出票は不要

様
式
９

建設機械の保有状況一覧表

前回の申請内容と同一であるかどうかを確認する。

12
項番６４「建設機械の所有及びリース台数」

別
紙
三
　
そ
の
他
の
審
査
項
目

（
社
会
性
等

）前回の申請内容と同一であるかどうかを確認する。

11
項番５１～５３「ワーク・ライフ・バランスに関する取組の状況」

16

様
式
１
０

ＣＰＤ単位を取得した技術者名簿

前回の申請内容と同一であるかどうかを確認する。

15

前回の申請内容と同一であるかどうかを確認する。

前回の申請内容と同一であるかどうかを確認する。

14
技術職員名簿（項番８１、８２）

前回の申請内容と同一であるかどうかを確認する。

別
紙
二

項番１８～２０

項番４１～５0、５５～６３、６６，６７

前回の申請内容と同一であるかどうかを確認する。

13
項番６５「エコアクション２１の認証の有無」

17

様
式
１
１

技能者名簿

前回の申請内容と同一であるかどうかを確認する。

前回の申請内容と同一であるかどうかを確認する。

9
工事種類別完成工事高・工事種類別元請完成工事高（項番３１～３４）

前回の申請内容と同一であるかどうかを確認する。

10

　「４」が記入されているかを確認する。

　「００」が記入されているかを確認する
（「００」以外の場合は、「経営事項審査申請等の手引」Ｐ23の区分に従い適切なコードが記載されているか確認する
こと）

5

項番０６「処理の区分」

4

経営規模等評価申請等の再審査チェックリスト（申請者用）

1

項番０２「申請時の許可番号」

　現在、有効な許可が記入されているかを確認する（申立日から５年以上前の許可年月日は不可）
※許可換えをして他行政庁の許可となった場合は、現在の許可行政庁へ再審査申請をすること。

2

項番０４「審査基準日」

従前の結果通知書に記載された審査基準日を記入しているかを確認する。
再審査の結果通知予定日（翌々月末）が従前の結果通知書の審査基準日から１年７ヶ月以後になる場合は、新し
い審査基準日で通常の経審を受けること。

別
紙
一

項番１５及び１６

項番１５は、再審査申立日現在の許可状況が記入されているかを確認する。
項番１６は、前回の申請時と同じであるかを確認する。

8

項番０７～１４（資本金額、商号、代表者、所在地等）

再審査申立日現在の状況が記入されているかを確認する。
（許可申請書・変更届出書正本でチェックし、必要な変更届出書が提出されていない場合は提出する
こと）

6

3
項番０５「申請等の区分」

・グレーマーカ部分→要確認していただきたい箇所
・黄色マーカ部分→今回の改正に伴う確認箇所



・証明をする者の在籍先は社内・社

外を問いません

・押印不要・記名可



再申請提出時において有効な許可を記載

再審査申立の場合はここを抹消

「４」を記載

再申請提出日現在の許可状況を記載

前回の申請と同一



＜１．基準決算で申請された場合＞
経営状況分析結果通知書記載の自己資本額(項番7112)
と一致、かつ
基準決算の貸借対照表における純資産の部の額と
証明書における当期決算日の欄に記載されている額
の合計額と一致する

＜２．２期平均で申請された場合＞
基準決算については左記のとおり、
直前の審査基準日については証明書における
前期決算日の欄に記載されている額と、基準決算の
直前の審査基準日の貸借対照表における純資産の部の
額の合計額と一致する

令和７年〇月〇日施行の改正に係る事項 制度改正のため

上記を参考に記入

許可番号記入

結果通知書の発行年月日を記入
（知事印の上に記載されている日付）



前回の申請と同一



前回の申請と同一(提出がある場合のみ）



手数料無料



前回の申請と同一



前回の申請と同一



前回の申請と同一(提出がある場合のみ）



前回の申請と同一



様式９

リース開始日 リース期間満了日
Ｎｏ．

取得年月日

年　　月　　日

申請者
審査基準日：　　　　年　　月　　日

建設機械の保有状況一覧表

建設機械の種類 メーカー名 型式
製造・車体番号

種別又は規格
所有・リース

の別
検査実施等年月日

年　　月　　日

年　　月　　日 年　　月　　日

ショベル系掘削機・トラクターショベル・ブルドーザー
モーターグレーダー・移動式クレーン・ダンプ車

高所作業車・締固め用機械・解体用機械

自社所有

リース
ショベル系掘削機・トラクターショベル・ブルドーザー 自社所有 年　　月　　日

年　　月　　日モーターグレーダー・移動式クレーン・ダンプ車
リース 年　　月　　日 年　　月　　日高所作業車・締固め用機械・解体用機械

ショベル系掘削機・トラクターショベル・ブルドーザー 自社所有 年　　月　　日
年　　月　　日モーターグレーダー・移動式クレーン・ダンプ車

リース 年　　月　　日 年　　月　　日高所作業車・締固め用機械・解体用機械
ショベル系掘削機・トラクターショベル・ブルドーザー 自社所有 年　　月　　日

年　　月　　日モーターグレーダー・移動式クレーン・ダンプ車
リース 年　　月　　日 年　　月　　日高所作業車・締固め用機械・解体用機械

ショベル系掘削機・トラクターショベル・ブルドーザー 自社所有 年　　月　　日
年　　月　　日モーターグレーダー・移動式クレーン・ダンプ車

リース 年　　月　　日 年　　月　　日高所作業車・締固め用機械・解体用機械
ショベル系掘削機・トラクターショベル・ブルドーザー 自社所有 年　　月　　日

年　　月　　日モーターグレーダー・移動式クレーン・ダンプ車
リース 年　　月　　日 年　　月　　日高所作業車・締固め用機械・解体用機械

ショベル系掘削機・トラクターショベル・ブルドーザー 自社所有 年　　月　　日
年　　月　　日モーターグレーダー・移動式クレーン・ダンプ車

リース 年　　月　　日 年　　月　　日高所作業車・締固め用機械・解体用機械
ショベル系掘削機・トラクターショベル・ブルドーザー 自社所有 年　　月　　日

年　　月　　日モーターグレーダー・移動式クレーン・ダンプ車
リース 年　　月　　日 年　　月　　日高所作業車・締固め用機械・解体用機械

ショベル系掘削機・トラクターショベル・ブルドーザー 自社所有 年　　月　　日
年　　月　　日モーターグレーダー・移動式クレーン・ダンプ車

リース 年　　月　　日 年　　月　　日高所作業車・締固め用機械・解体用機械

年　　月　　日
年　　月　　日モーターグレーダー・移動式クレーン・ダンプ車

リース 年　　月　　日 年　　月　　日高所作業車・締固め用機械・解体用機械

ショベル系掘削機・トラクターショベル・ブルドーザー 自社所有 年　　月　　日
年　　月　　日モーターグレーダー・移動式クレーン・ダンプ車

リース 年　　月　　日 年　　月　　日高所作業車・締固め用機械・解体用機械

年　　月　　日モーターグレーダー・移動式クレーン・ダンプ車
リース 年　　月　　日 年　　月　　日高所作業車・締固め用機械・解体用機械

ショベル系掘削機・トラクターショベル・ブルドーザー 自社所有 年　　月　　日
年　　月　　日モーターグレーダー・移動式クレーン・ダンプ車

リース 年　　月　　日 年　　月　　日高所作業車・締固め用機械・解体用機械

年　　月　　日モーターグレーダー・移動式クレーン・ダンプ車
リース 年　　月　　日 年　　月　　日高所作業車・締固め用機械・解体用機械

ショベル系掘削機・トラクターショベル・ブルドーザー 自社所有 年　　月　　日
年　　月　　日モーターグレーダー・移動式クレーン・ダンプ車

リース 年　　月　　日 年　　月　　日高所作業車・締固め用機械・解体用機械
ショベル系掘削機・トラクターショベル・ブルドーザー 自社所有 年　　月　　日

ショベル系掘削機・トラクターショベル・ブルドーザー 自社所有 年　　月　　日

ショベル系掘削機・トラクターショベル・ブルドーザー 自社所有

前回の申請と同一(提出がある場合のみ）



前回の申請と同一(提出がある場合のみ）



様式第二十五号の十（第十九条の五関係）

登録経営状況分析機関

      年  月  日

殿 登録経営状況分析機関代表者 印

あります。
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この経営状況分析結果通知書の記載事項は、事実に相違ありません。

注）「処理の区分」の欄は、建設業法施行規則別記様式第25号の８の記載要領の別表(2)の分類に従い、経営状況分析を行つた処理の区分を表示して
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経営状況分析の結果を通知します。
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項番17についての説明を参照してください項番17を確認


